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あらまし 近年地震に伴って各種の電磁気現象が発生することが報告されている．すなわち，地圏から直接放
射する電磁気現象や地震に伴う大気圏や電離圏のじょう乱などである．本論文では，地震の短期予知の観点から
極めて注目されている二つの観測項目；(1) ULF電磁放射（地圏から直接放射される極低周波電磁放射）；(2) 電
離層じょう乱（VLF/LF 送信局電波の伝搬異常として検出）を取り上げ，その計測手法や最新の成果までをレ
ビューする．
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1. ま え が き

近年地震に先行して発生する電磁気学的な現象が

様々な周波数帯において報告されている [1]～[3]．これ

らは，観測方法によって (a)地殻内部から出てくる電

磁波（自然放射）を直接観測する方法と (b)既存電波

の伝搬異常として地震に伴う現象を検出する方法（電

波サウンディング）とに大別される．前者は，地震の

発生準備段階において地殻内部で応力変化等の原因で

自然放射が発生するとの考えに立脚している．後者は，

地震に関連するじょう乱が大気圏や電離圏に発生する

との仮説に基づく．もし伝搬経路上の大気圏や電離層

に異常があれば，精密に制御されて送信されている既

存電波の観測点での振幅や位相に異常が出現するとの

考えによる．地震電磁気現象が目指す地震の短期予知

の観点から注目されているのが，(1) 地圏内現象であ

る ULF放射と (2)電離層じょう乱観測の二つである．

(1)は (a)の直接放射のうちの極超低周波の電波であ

る．(2)の観測には (b)の既存の VLF/LF送信局電波

の伝搬異常を用いている．本論文ではこれらの計測技

術と最新の成果や研究動向を紹介する．
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2. ULF観測

2. 1 ULF放射研究の歴史と現状

1980 年代後半に入り，地震に関連すると見られる

ULF帯の地磁気変動に関する研究が開始された．一般

に高い周波数の電磁波は表皮効果により地表まで伝搬

できないが，ULF帯電波にはこの問題はない．後出す

る日本のフロンティア計画が開始されるまでで，地震

に先行する磁場変動として信頼できる事例は，(1)アル

メニア・スピタク地震（1988年 12月 8日マグニチュー

ド（M）6.9，深さ（d）6 km），(2)アメリカ・ロマプ

リータ地震（1989 年 10 月 8 日 M7.1，d = 15km），

(3)グアム地震（1993年 8月 8日M8.0，d = 60km）

の三つであった．観測点と震央（地震は地下で発生す

るが，それをまっすぐ地表に投影した点）の距離は (1)

では 129 km，(2) では 7 km，(3) では 65 km であっ

た [4]～[6]．(2)のロマプリータ地震の際の ULF波変

動を図 1 に示す．地震の 12～5日前に磁場の水平成分

の強度が著しく上昇し，その後静穏化した後，1日前

から再び強度が上昇し，地震の 3～4 時間前から急激

な上昇が観測された．ほかの二つの地震でも有意な磁

場強度の変化が観測されており，ULF磁場変動と地震

活動との関係を詳細に研究するきっかけとなった．実

は，後述する研究により，ULF放射の時系列変化は観

測されたすべての地震に対しても同じであることも分

かってきている．まず地震と ULF磁場変動の関係に

ついて解説する．最初に，関東地区に構築した我々の
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図 1 ロマプリータ地震に伴う磁場変動（0.01Hz）
Fig. 1 Geomagnetic anomalous changes for Loma

Prieta earthquake (0.01Hz).

ULFネットワークを紹介する．続いて，ULF帯の磁

場データを用いた解析においては，観測された ULF

帯のデータが地殻内部起源であるかどうかを弁別する

ことが重要なかぎであり，信号処理法も述べる．

2. 2 関東地区におけるULF観測ネットワーク

国内での地震電磁気現象の研究は神戸地震後の旧科

学技術庁主導によるフロンティア計画により大きな発

展をとげた．二つのフロンティアは (1)理化学研究所

と (2)旧宇宙開発事業団（早川担当）によるものであ

る．理化学研究所のフロンティアでは直流の地電流の

測定を中心テーマととらえ，他方宇宙開発事業団は地

震リモートセンシングフロンティア研究の名が示すよ

うに，地圏のみならず，大気圏や電離圏での地震に伴

うじょう乱を総合的に調査した．

両フロンティア研究の境界領域である ULF放射に

対して両フロンティアグループが協力して ULF放射

の観測及び研究を行ってきた．まず，理化学研究の主

眼である地電流（VAN 法）測定は直流の測定である

が，より高周波の ULF現象とも密接に関係している

ことが予想される．また，前述した大地震に対する明

りょうな前兆 ULF放射が確認されるに至り，関東地

区での大地震に備えることを目的として，図 2 に示

すように関東地区に ULF ネットワークを構築した．

このネットワーク構築で必要な事項は ULF放射がど

の程度の距離まで地震に感ずるかであるが，これは

我々の理論計算 [7] に基づいている．M = 7 では半

径 100 km，M = 6 では～70 km である．図 2 では

図 2 関東地区での ULF 観測ネットワーク．丸印の観測
点はトーション型磁力計が，三角形の観測点はイン
ダクション磁力計が，ダイアモンド印の観測点はフ
ラックスゲート型磁力計が設置されている．

Fig. 2 A network of ULF observing stations in the

Kanto (Tokyo) area. The observing station

with a circle indicates that it is equipped with

a torsion type magnetometer, a triangle, in-

duction type, and a diamond, flux-gate type.

この点を考慮した観測点の設定となっている．伊豆半

島，房総半島，柿岡，秩父，松代の 5観測地点で構成

され，観測点間の距離はほぼ 80 kmである．しかも，

伊豆，房総半島ではそれぞれ 3～4 個所（間隔 10 km

程度）の観測点が設置されている．すなわち，伊豆に

は清越，持越，賀茂観測点があり，房総には宇野辺，

内浦，清澄観測点があり，これらによりローカルなア

レーも構成し，全体のグローバルアレーと相補う形と

なっている．

両半島でのすべての観測点の観測システムはトー

ション型の磁力計（ロシア製，MVC-2DS）を採用し

ている．その特性を要約すると，

(1) 型式：トーション型，3成分（x，y，z）測定

(2) 観測周波数：0～10Hz

(3) 動作範囲：±5000 nT
(4) 雑音レベル：3pTrms/

√
Hz（1Hz）である．

上記磁力計による観測は順調に稼動しており，清越で

は 50Hz，持越でも 50Hz，賀茂では 12.5 Hz のサン

プリング周波数で観測を行っている．

次に柿岡は気象庁の柿岡地磁気観測所を意味し，同

所のデータを使用することを考えている．同所ではイ

ンダクション型磁力計も使用している．次に，秩父及

び松代はウクライナ製のインダクション型の磁力計で

あるが，その諸元を次にまとめている．なお，柿岡の
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磁力計も下記とほぼ同等の性能である．

(1) 型式：サーチコイル（インダクション）磁力計

(2) 観測周波数：0.01～30Hz

伝達関数：線形（0.01～1Hz）

平たん（1～30Hz）

(3) 雑音レベル：≤ 20pT/
√

Hz（0.01Hz にお

いて）

≤ 2pT/
√

Hz（0.1Hz）

≤ 0.2pT/
√

Hz（1.0Hz）

(4) 雑音除去：60 dB 以上（50Hz ± 0.2Hz，

60Hz± 0.2Hz）
2. 3 ULF帯の磁場変動の検出法

(1) 磁場スペクトルの鉛直成分と水平成分の比（偏

波解析）

地殻活動に関連する磁場変動を検出するためにスペ

クトルの鉛直成分と水平成分の比 SZ/SH が有効であ

る [6]．地圏，大気圏，電離層を代表する電気的特性を

もつ多層構造中にダイポールソースを置き，そこから

放射される電磁場を理論的に計算する．宇宙から飛来

するプラズマ波動では磁場スペクトルの鉛直成分と水

平成分の比 SZ/SH（偏波と呼ぶ）が 1よりかなり小さ

いことが予想されるが，地殻活動に起因する ULF波

動ではビオ・サバールの法則からも容易に SZ/SH � 1

が予想される．

関東 ULFネットワークで検出される地震は極めて

少ないため，他のイベントを探すことが不可欠である．

そこで，1997年 3月 26日及び 5月 13日に鹿児島県

北西部で発生した M6.5 と M6.3 の地震（ともに深さ

d � 20 kmであった）を対象として，偏波解析を適用
する [8]．これらの地震から距離約 60 kmの鹿児島県

垂水でフラックスゲート磁力計による 3成分磁場観測

が 1秒サンプリングにて行われていた．ここでは 1996

年 8月から 1997年 9月まで約 1年間のデータを示す．

地殻活動と ULF磁場変動の関係を明らかにするため，

地磁気データから地殻活動に起因すると考えられる地

磁気変化を抽出することが重要である．このために，

偏波解析を適用する [6]．偏波解析の手順を示す．(1)

人工雑音及び地磁気変動の影響をできるだけ小さくす

るために地方時午前 0時から 4時の夜間データを使用

した．(2)データを 30分ごとの 8個のセグメントに分

割し，そのセグメントごとに FFT解析を行った．(3)

スペクトルの平均値及び分散を求め，地震に関連する

ULF放射の主たる周波数領域を推定した．(4)地殻活

動に起因すると考えられる地磁気変化を抽出するため

に偏波解析（SZ/SG）を行った（図 3 中での SG は水

平成分の合成（SG
2 = SH

2 + SD
2）の意）．この計算

においては 8個のセグメントから求められた平均スペ

クトル及び平均偏波を 1日の代表値とした．(5)得ら

れた現象が局所的なものか地球規模のものかを判別す

るためにリモートリファレンスデータと比較検討した．

(6)平均スペクトルの平均偏波の時間変化と地磁気活

動を表す指標である ΣKpと地域的な地震活動度と比

較検討を行った．垂水観測点で観測された磁場変動の

空間的広がりを見積もるため，1200 km離れた小笠原

諸島・父島における地磁気 3成分データと，垂水観測

点の地磁気共役点であるオーストラリア・ダーウィン

観測点の地磁気 3成分データを調査した．これら 2観

測点をリモートリファレンスという．読者の中にはな

ぜ日本の地震を研究するのにオーストラリアのデータ

を参照したのかと疑問をもつ方もあるに違いない．地

震に関連する ULF帯電磁放射の最大の雑音源は太陽

活動に起因する地磁気変動である．この変動は磁力線

の弦の振動のように伝搬し，その弦の両端（地磁気共

役点）ではほとんど同じ地磁気変化が観測されるため

である．3 個所では全く同じ磁力計が稼動していた．

ちなみに解析期間では，父島観測点及びダーウィン観

測点の周囲 100 km以内では地震はほとんど発生して

いない．

図 3 (a)に垂水観測点の半径 90 km以内の地震活動

度（1日当りの地震放出エネルギーをマグニチュード

（M）に換算）を示した．図 3 (b) は 3 観測点の偏波

（SZ/SG）の 10 日間の移動平均（当該日の前のみ 10

日間の）をプロットしたもので，太線が垂水である．

(c)には地磁気活動度（ΣKp）を示した．図 3 (b)の

点線は父島，ダーウィンの変化を示しているが，両者

は全期間を通して安定していることが分かる．それに

対し，太線の垂水のグラフは特異な変動をしている．

すなわち，最初の地震の前に通常レベルの 1.0 から 2

倍以上に増加している．その後減少が始まり，その減

少が落ち着いたところで最初の地震が発生し，しばら

くその値が継続している．再び減少が始まり，第 2の

地震が発生している．偏波は 7月初旬には通常レベル

に回復している．このような変動はダーウィン及び父

島観測点では認められず，垂水観測点固有の変化であ

る．垂水観測点周辺の地震活動のエネルギーを積算し

たグラフ（図 3 (a)のM）と偏波の結果を比較すると，

(1)偏波の値が地震活動に先行して高まっていること

と，(2) その変動が地震活動度の変動と似ていること
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図 3 垂水，父島，ダーウィン観測点のスペクトル解析結
果（0.01Hz バンド）．(a) は地震活動を，(b) は偏
波特性（SZ/SG）を，(c)は地磁気活動（ΣKp）を
示す．(b) で垂水の結果が太字で示されている．

Fig. 3 Result of spectral analysis (SZ/SG) at

Tarumizu, Chichijima, and Darwin stations

(0.01Hz). (a) Seismic activity, (b) Polariza-

tion (Tarumizu result in a full line) and (c)

Geomagnetic activity (ΣKp).

が分かる．このことは偏波の値が地域の地震活動度を

表すパラメータである可能性を示唆し，しかも偏波の

値の異常が地震活動に先行していることを示している．

他方，地磁気活動度とは顕著な関係が認められない．

(2) 主成分解析

伊豆半島及び房総半島で 3成分磁力計 3台を用いた

アレー観測（50または 12.5 Hzサンプリング）を実施

している．2000年 6月末より三宅島で地震活動が活発

化し，噴火活動が始まった．同時に三宅島だけでなく，

その周辺でも極めて活発な群発地震活動が発生した．

2000 年 6月から 9 月末までに周辺地域で発生した地

震総数は 12,000 個を超えるという気象庁観測開始以

来の著しい地震活動を呈するに至った．この地殻変動

は我々が関東に ULF ネットワークを構築して以来最

大の活動であり，関東 ULFネットワークデータを使

用する．ここでは主成分解析（Principal Component

Analysis）と呼ばれる手法を伊豆に展開している地磁

気アレー観測のデータに適用した [9]．空間的に近接し

た地点に展開された 3台の磁力計のデータを用いたた

め 3組のデータ群が存在し，原理的に PCA解析では

3個の信号源に分離される．ある観測点で受信される

地磁気変化は一般に，(1)磁気嵐などに起因する超高

層（磁気圏・電離圏）の効果，(2)人工ノイズ，(3)そ

れ以外のもの（地震活動に関連する地磁気変化を含む）

の合成であると考えられる．各観測点の 30 分ごとの

時系列データをもとに周期 10 秒ないし 100 秒の変化

に注目して固有値解析を行い，その固有値 λn (n = 1

～3) の時間変化を追跡した．その結果，第 1主成分の

λ1（第 1主成分の電力を反映する）は (1)の太陽活動

を代表する地磁気活動度指数 Apと極めて良い相関を

示した．第 2 主成分の λ2 は 24 時間周期をもち，昼

間大きく，夜間小さいという特徴から人間活動に起因

するノイズと判断した．図 4 は第 3主成分の λ3 の時

系列変化を示した．群発地震活動の始まる前の 4月下

旬から全体のレベルがやや上昇し，特にM6クラスの

三つの地震の数日前から顕著に λ3 の値が上昇してい

ることが確認された．我々はこの変動が地殻活動起源

のものであった可能性が極めて高いと考えている．固

有ベクトルを考慮した解析でも前述の可能性を支持し

ている [10]．以上の結果は，高度な信号処理が地震及

び火山噴火に関する地殻内電磁現象の研究にとって極

めて重要な貢献をすることを示した．

(3) 新しい信号処理

新しい信号処理として，(1)フラクタル解析と (2)方

位測定を挙げておく．まず，(1) のフラクタル解析の

最新の結果を簡単に紹介する．地震発生のような非線

形現象は自己組織化臨界概念（SOC，Self-organized

criticality）にて説明できることが分かってきている．

この SOC概念がULF磁場データからも読み取ること

ができるのではないかとの発想に基づいた解析がフラ

クタル解析である．グアム地震に対して ULF波形の

周波数スペクトル（S(f) ∝ f−β（べき乗則））のスペ

クトルこう配（β）を初めて評価し，この β 値が地震

の 1カ月位前から 1に近づき（フリッカー雑音）臨界

状態に達することが明らかになった [11]．更に，フラ

クタル（モノ）解析での解析手法の改良やマルチフラ

クタル解析も発表し [12]，更なる前兆効果を得ている．

次に，(2) の方位測定について述べよう．前述の伊

豆諸島群発地震に対して信号の到来方向を推定する方

位測定を実施した．伊豆半島も房総半島も複数（3～4

個）の観測点が設置されていることは述べたが，複数

観測点での磁界データに基づいてその磁界こう配を評

価する方位測定を採用した．伊豆よりの測定方位と房

総よりの測定方位との交叉法によりその発生位置を決

定したが，この発生位置はその後の地震震央とほぼ一
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図 4 3 点アレーデータの水平南北成分を用いた主成分解析結果と地磁気活動度．(a) 伊
豆観測点の 0.01Hz の解析結果．(b) 地磁気活動度

Fig. 4 Result of Principal Component Analysis with use of the H component data

observed at three stations. (a) Result of Izu array station (0.01Hz), (b)

Ap index.

致した結果を得ている [13]．最新の二，三の成果も述

べよう．別の観測点中津川観測点の磁界 3成分観測に

基づいて，新潟中越地震に対して 1カ月前に前兆ULF

放射が発生していることを発見した．中津川観測点か

らのゴニオメータ方式の方位測定により雑音源が震央

方向であることを確かめている [14]．更に，同観測点

での ULF波ゴニオメータ方位測定によりインドネシ

アスマトラ地震の前兆の発見にも成功している．

2. 4 ULF帯での磁場変動発生のメカニズム

ULF帯の電磁放射に関して，地震前に震源付近で発

生する応力変化に伴うマイクロフラクチュアリングに

よる電荷生成（小さなアンテナの集合）というメカニ

ズムが提唱されている [15]．モルチャノフらによれば，

M6で 60 km，M7で 100 km程度の距離まで ULF帯

域での磁場変動が地震に先行して観測可能であると報

告されている．すなわち，表皮効果により高周波数成

分は地殻内部で減衰してしまうが，ULF帯の成分は地

殻を通過して地表まで到達すると考えられる．もちろ

ん別機構として，流動電位現象により ULF放射が発

生するという仮説も提案されている [16]．図 5 には，

これまで報告されている地震に関連すると思われる

ULF 帯の磁場変動データの解析結果を示す．図中で

は，“地震前に前兆的磁場変化がある” 場合を白丸で，

そうではなかったものを黒丸で示した．点線は経験的

な検知可能レベルの目安であるが，この実験則は [7]

の理論式とよく合致している．この図から観測点に近

くて大きい地震であれば ULF帯の変動を検出できる

可能性が極めて高いことを示している．例えばM7ク

ラスの地震であれば，震央から 100 km以内に観測点

図 5 地震の震央距離とマグニチュードとの関係．○は地
震に先行する磁場異常を伴うケース，●は地震に先
行する磁場異常を伴わないケースである．

Fig. 5 Relation between magnitude and epicentral

distance. ○ indicates an earthquake with

ULF anomaly, and ● one without ULF

anomaly.

が存在すれば，地震に先行する ULF帯の磁場異常を

検知できる可能性の高いことが分かる．前述したスマ

トラ地震に伴う可能性の高い ULF放射が日本国内で

受信されたと述べたが，これは上記の感知距離に関す

る実験則とは全く矛盾する．この解釈としては，マグ

ニチュードが異常に大きく，しかも浅い地震のため，

ULF波の発生域が地表面近くで，発生後電離層と地

表からなる導波管内を TEM モードにて 6,000 km前
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後を伝搬してきたものと考えている．

2. 5 将来の 3成分磁場観測網の構築に向けて

現在，日本では気象庁地磁気観測所，国土地理院等

で 3成分磁場の連続測定が行われているが，サンプリ

ングレートは 1分に 1データといったものが多い．大

学等でもかなりの観測網が構築されているが，残念な

がら固体地球物理学の分野ではプロトン磁力計による

全磁力計測が主流を占めている．この磁力計は直流測

定では優位であるが，ULF帯ではその性能が落ちる．

磁場データを地震予知研究に応用するためには，(1)

3 成分磁場測定データであること，(2) サンプリング

レートは毎秒 1サンプリング以上，(3)分解能として

10 pT以下が望ましい．

また，磁場変動による地殻活動監視には地磁気活動/

太陽活動をよく知る必要がある．規模の大きな地震の

直前には地磁気変動のような変動があることもいくつ

かの例で見つかっており，信号の時空間的な特徴を正

確に把握し，信号を弁別する上で衛星による宇宙から

の監視と陸上からの監視をネットワーク化させること

も必要である [17]．

3. 電離層じょう乱観測

3. 1 VLF/LF 送信局電波を用いた電離層じょう

乱の観測

既存の送信局電波を用いて地震に伴う大気圏や電離

圏のじょう乱を検出しようとするものである．送信局

電波を用いた能動実験の長所は送信点の諸特性（場

所，送信周波数，送信出力等）が完全に把握されてお

り，受信点（観測点）との間（大円という）のどこで

発生する地震に対しても感知できる点である．前述し

た ULF波観測は局所観測であり，主として観測点の

近くにて地震が発生しないと，ULF波を受信するこ

とができない．このため，今までに観測された事例は

世界中のデータを集めても図 5 のように，10 数例に

すぎない．それに反して，送信局電波を用いた能動実

験は積分観測と呼べ，事例数を蓄積することが極めて

容易であるという重要な特徴をもっている．この能動

実験は神戸地震後の旧宇宙開発事業団の地震リモート

センシングフロンティア計画（早川担当）にて多くの

成果を収めた．高周波（VHF帯）での送信局として

FM放送波があり，見通し外でも受信されることがし

ばしばある．このような見通し外 VHF波（FM放送

波）に対する方位測定（八木アンテナを用いて方位角

と入射角を決定する）から，この見通し外 VHF波の

受信は地震に伴う大気圏じょう乱によることを初めて

明らかにした [2]．以下では VLF/LF伝搬に基づく電

離層じょう乱の事例を示す．

まず，我々の神戸地震に対する電離層じょう乱の発

見を述べよう．本研究は前述したフロンティア計画直

前の結果である．対馬にはオメガ局（10，11，13 kHz）

送信局が設置されており（航行用であったが，1997年

9 月末に停波した），その発射された電波は電離層・

大地導波管内を伝搬し，犬吠観測点（当時通信総合研

究所）にて観測された VLFデータを同研究所と共同

にて解析した結果を示す [18]．図 6 (a)は対馬–犬吠伝

搬路を示し，この距離は約 1,000 kmで，VLF伝搬に

とっては極めて短距離といえる．このような短距離伝

搬では多モードによる干渉により日出，日没におい

て振幅，位相に最小となる時刻（ターミネータと名

づけた）が出現することが電離層・大地導波管伝搬理

論から明らかとなっている．この日出，日没付近での

ターミネータタイムが神戸地震に対して異常を示し

た（図 6 (b) を参照せよ）．この異常は地震の数日前

から発生し，地震当日に消失した．日中が等価的に長

くなっていることを示し，下部電離層が数 km低下す

ることにより説明できる [18]．本発見は地震に伴う電

離層じょう乱の初めての信頼できる結果として世界的

に認められ，2004 年 6 月に打ち上げられた地震電磁

気専用衛星（仏国 DEMETER衛星）のパンフレット

の第 1頁に図 6 (b)が引用されている．更に，本神戸

地震も含め過去 13 年間の対馬–犬吠データにより 11

例（マグニチュード 6.0 以上の）に対する解析から，

浅い（深さ 30 km以下），しかも大円近くの地震の約

80%に対して電離層じょう乱が発生することを確かめ

た [19]．

前述した旧宇宙開発事業団フロンティア計画ではこ

の VLF/LF送信局電波を用いた電離層じょう乱観測

を最重要項目として位置づけた．

3. 2 VLF 伝搬による電離層じょう乱観測の現状

と最新の結果

(1) 国内 VLFネットワークの構築

図 7 は国内 7 観測点（北から北海道母子里，東

京調布，千葉館山，清水，春日井（名古屋），舞鶴，

高知）をフロンティア計画にて設置し，各観測点で

は，(1) NWC 局（オーストラリア西部，19.8 kHz），

(2) NPM局（ハワイ，21.4 kHz），(3) NLK局（米国，

24.8 kHz），(4) JJY 局（福島，40 kHz），(5) JJI 局

（九州えびの，22.2 kHz）を同時受信している．多く
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図 6 神戸地震に対する VLF伝搬（対馬オメガ局–犬吠観
測点）異常の観測 (a) 伝搬経路 (b) 伝搬異常（ター
ミネータタイムの異常）

Fig. 6 Observation of anomaly in subionospheric

propagation between the Omega (Tsushima)

transmitter and the Inubo observatory for the

Kobe earthquake. (a) Propagation path, and

(b) anomaly in terminator time.

の VLF/LF 送信局電波の電離層・大地導波管内伝搬

波の振幅と位相を各観測点では精度良く計測している．

地震に伴う電離層じょう乱観測では 120秒（2分）の

サンプリングとなっている．従来の VLF局電波観測

システムでは 1 局だけを受信するシステムで 1 分サ

ンプリングがほとんどであったが，我々のシステムで

は次のような改良を行っている．複数局の同時受信と

時間分解能を変化させること（50 ミリ秒から 120 秒

まで）を初めて実現している．7観測点と各観測点で

の 5局の VLF/LF 送信局電波の受信により，本国内

VLF ネットワークを用いてほぼ日本全域の地震に対

図 7 国内VLFネットワーク（電離層じょう乱観測）．観測
点は母子里（MSR），調布（CHO），千葉（CBA），
清水（SMZ），春日井（KSG），舞鶴（MZR），高知
（KOC）である．各観測点では同じ VLF/LF 送信
局を受信しているが，図では母子里だけに表示した
（NLK，NPM，NWC，JJY，JJI）．

Fig. 7 VLF network for observation of ionospheric

perturbations. The network is composed of

seven observing stations and 5 VLF/LF trans-

mitter signals are received at each station.

応することができる．また，多くの伝搬経路での異常

の出現（非出現）の比較により地震に伴う電離層じょ

う乱域を 100 km程度の精度にて推定することも可能

としている．

更に，外国との共同研究として，我々の VLF/LF

受信器の設置要請があり，ロシアカムチャッカ，台湾，

南ヨーロッパ（ギリシャ，イタリア）にも設置され，

データが蓄積されている．

(2) 電離層じょう乱の事例解析

フロンティア計画期間のみならず，現在までには多

数の大きな地震が発生している．例えば，2000年鳥取

西部地震，2003 年十勝沖地震 [20]，2004 年紀伊半島

沖地震，新潟中越地震，2004年 12月のインドネシア

スマトラ地震などがあり，既にこれらの地震に対して

明りょうな電離層じょう乱が VLF伝搬異常（ターミ

ネータタイムの異常，夜間振幅揺らぎ）として発生し
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ていることを報告している．本論文では最新の一例を

示そう．図 8 は 2004年 12月 26日にインドネシアス

マトラで発生した大地震（M9.0）に対する我々の結果

である．図 8 (a)にて用いた伝搬路はオーストラリア

の送信局NWC局と日本の国内 3観測点（千葉，調布，

高知）である．地震の円の大きさがマグニチュードに

比例し，色は深さを表している．伝搬路長約 6,000 km

で，スマトラ地震の震央は大円より 2,000 kmほど離

図 8 インドネシアスマトラ地震に伴う電離層じょう乱の
検出（日本とオーストラリア NWC 局の伝搬経路）
(a) 日本の VLF 観測点と NWC 局との伝搬経路と
スマトラ地震の位置関係 (b) VLF 強度の揺らぎの
変化

Fig. 8 Detection of ionospheric perturbations for the

Indonesia, Sumatra earthquake. (a) Propaga-

tion path between Japanese VLF stations and

the NWC transmitter, and (b) temporal evo-

lutions of VLF fluctuations at three stations

(together with their corresponding (m + 2σ)

variations (m: mean, σ: standard deviation)).

れており，通常（マグニチュード 6～7では）では伝搬

異常は期待できない．図 8 (b)が夜間の揺らぎ量（夜

間の平均（例えば当該日の前後 10 日間）振幅変化か

らのずれを夜間にわたって積分した量）を評価したも

ので，12 月 8日と 12月 21～27 日において著しい揺

らぎの上昇（図 8 (b)にて矢印にて示す）を検出して

いることを示した [21]．すなわち，12 月 8 日の鋭い

ピークについては千葉と調布受信局にて m+2σ（m：

平均，σ：標準偏差）を超えている．また，12月 21～

27日の広いピークについても調布，高知にて対応する

m+2σ を超えるという異常である．インドネシアでの

GPS 信号を用いた TEC（Total Electron Contents，

総電子数）測定において同日に有意な異常を見出して

おり [22]，我々の検出したものがスマトラ地震の影響

である可能性が高いと結論している．

(3) 統計解析

多くの事例解析に加えて，電離層じょう乱と地震と

の因果関係を統計的にも調べている．まず，Rozhnoi

ら [23] は日本の JJY 局をロシアカムチャッカ観測点

にて受信した 2 年間にわたるデータを用いて，M5.5

以上の地震に対しては電離層じょう乱を検出できるこ

とを報告している．また，国内での JJY 局–高知観測

点間の伝搬パスに対して，6 年間のデータを用いて，

Superimposed epoch analysis により地震（M5.5 以

上）と電離層じょう乱（VLF電界強度）との明りょう

な因果関係を統計検定により確認している．

3. 3 地圏・大気圏・電離圏結合の解明に向けて

学問的には地圏の効果がいかに大気圏や電離圏ま

で影響するかという問題が注目され，我々が提唱した

「地圏・大気圏・電離圏結合」という言葉は地震電磁

気分野で一般的な言葉として近年定着している [17]．

図 9 は早川らが提唱する，可能な結合機構である [24]．

三つのチャネルが考えられる．(1) Chemical channel，

(2) acoustic channelと (3) electromagnetic channel

である．(1)の化学チャネルは地震の前に地下からのラ

ドン放出等により大気の導電率が変化し，それに伴う

大気電界の変調が電離層じょう乱を引き起こすもので

ある．(2)の音響チャネルは大気振動（主としては大気

重力波，大気音波）によるエネルギーの下部電離層へ

の伝達によるもの．最後の (3)の電磁チャネルは電磁

波による結合で，地震前兆の電磁波（ULF波等）によ

る下部電離層の直接的加熱・電離やULF波が磁気圏へ

侵入し内部放射帯プロトンと相互作用し，電離圏へ粒

子を降下させるなどとするものである．第 3チャネル
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図 9 地圏・大気圏・電離圏結合のメカニズム
Fig. 9 Possible channels of the Lithosphere- Atmosphere-

Ionosphere (LAI) coupling.

は強度的に不十分であることを我々は既に示しており，

第 1の chemical channelと第 2 の acoustic channel

についての考察が重要になると思われる．我々を含め

世界各国にて精力的にこちらの機構の追究が行われて

いる [17]．

4. む す び

以上地震に伴う電磁気現象を記述してきたが，かか

る電磁気現象は (1)地震の主として前兆として出現す

ること（前兆性）と (2)かなり深い震源での情報を地

表や電離層へ伝達する（遠隔性）という二つの重要な

特徴から，地震の短期予知に極めて有望なものと理解

されよう．我々の研究を中心とした考察から，地震の

短期予知の観点から (1) ULF放射と (2) VLF送信局

電波による下部電離層じょう乱が最も有望であると主

張してきたが，この点は近年世界的に認知されつつあ

る．もちろん，観測的にも理論的にも解明すべき興味

深い問題が多く残っており，多くの努力が望まれるこ

とはいうまでもない．

この分野の最新の流れとして注目されるのが衛星観

測である．米国での小型衛星に続いて，仏国の地震電

磁気専用衛星（DEMETER）が 2004年 6月末に打ち

上げられ，良質のデータを獲得している．地震（また

津波）に伴うプラズマ異常や電波雑音の検出を目指し

ている．地上観測との密接な連携により図 9に示した

メカニズムの解明に大きく貢献すると信ずる．
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